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国　税／�3月分源泉所得税の納付� 4月10日
国　税／�2月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 4月30日
国　税／�8月決算法人の中間申告� 4月30日
国　税／�5月、8月、11月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合）� 4月30日
地方税／�給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

� 4月15日
地方税／�固定資産税（都市計画税）の第1期分の納付

� 市町村の条例で定める日（原則4月中）
地方税／�土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

� 4月1日〜4月20日
�または最初の納期限のいずれか遅い日以後の日まで

地方税／�軽自動車税の納付
� 市町村の条例で定める日（原則4月中）

労　務／�労働者死傷病報告（休業4日未満：1月〜3月分）
� 4月30日

　民法（債権法）の改正が一部の規定を除き
4月1日から施行されます。主なものとしては、
業種ごとに異なる短期の時効を廃止し原則5
年（ケースにより10年）に、法定利率を年3％
に引き下げ、個人が事業用融資の保証人にな
る場合、公証人により保証意思を確認する手
続の新設などです。

ワンポイント 改正債権法の施行

4 月 の 税 務 と 労 務4月 （卯月）APRIL

29日・昭和の日

日 月 火 水 木 金 土
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4月号─2

　

一
五
年
先
の
二
〇
三
五
（
令
和

十
七
）
年
、
二
〇
年
先
の
二
〇
四
〇

（
令
和
二
十
二
）
年
、
更
に
三
〇
年

先
︙
日
本
は
ど
う
な
っ
て
い
る
か
、

未
来
の
予
測
は
誰
に
も
分
り
ま
せ

ん
。

　

し
か
し
、
一
つ
だ
け
確
か
な
こ
と

が
あ
る
と
す
れ
ば
、
そ
れ
は
今
後
、

人
口
減
少
社
会
が
続
く
と
い
う
こ
と

で
す
。

　

国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究

所
は
、
ど
う
い
う
事
情
を
抱
え
た
人

が
何
人
い
る
か
の
調
査
を
行
っ
て
い

ま
す
。
こ
の
調
査
は
ホ
ー
ム
レ
ス
の

人
も
一
人
一
人
調
べ
る
し
、
不
法
滞

在
者
の
外
国
人
で
も
調
査
票
を
配
布

す
る
、
と
徹
底
し
て
い
ま
す
。

　

で
は
、
調
査
の
主
た
る
内
容
は
と

い
う
と
、
左
に
男
性
、
右
に
女
性
と

分
け
、
男
女
別
の
年
齢
人
口
を
調
べ

る
も
の
で
す
（
図
を
参
照
）。

　

ア
ナ
リ
ス
ト
A
氏
は
「
こ
の
調
査

に
つ
い
て
、
政
府
、
地
方
自
治
体
は

じ
め
企
業
経
営
者
は
注
視
せ
ざ
る
を

得
な
い
。
も
ち
ろ
ん
、
外
国
人
流
入

等
で
外
れ
る
か
も
し
れ
な
い
が
、
今

後
の
仕
事
に
は
最
も
欠
か
せ
な
い
デ

ー
タ
」
と
い
い
ま
す
。

一
　
人
口
統
計
の
見
方

　

国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究

所
発
表
の
日
本
の
将
来
人
口
（
二
〇

一
七
年
推
計
）
は
図
の
と
お
り
で
す

が
、
こ
こ
で
質
問
で
す
。

◆
質
問
①　

一
九
四
九
年
（
昭
和
二

十
四
年
）
の
「
〇
（
ゼ
ロ
）
歳
の

女
性
人
口
」
は
何
人
で
す
か
？

◆
質
問
②　

二
〇
一
五
年
（
平
成
二

十
七
年
）
の
一
八
歳
の
女
性
人
口

は
五
九
万
人
で
し
た
。
二
〇
三
三

（
令
和
十
五
）
年
の
「
一
八
歳
の

女
性
人
口
」
は
何
人
で
す
か
？

答　

単
純
計
算
で
①
は
一
一
三
万
人

（
六
六
歳
の
女
性
）、
②
は
四
七
万

人（
〇（
ゼ
ロ
）歳
の
女
性
）で
す
。

　

年
配
の
方
は
多
分
、
記
憶
に
あ
る

と
思
い
ま
す
が
一
九
四
九
年
頃
（
七

〇
年
前
）
は
、
正
月
に
な
る
と
雛
人

形
の
広
告
を
よ
く
見
か
け
ま
し
た
。

し
か
し
、
二
十
一
世
紀
に
入
る
と
殆

人口動態
と
企業経営

質問の説明
①　2015 年－ 1949 年＝ 66 年
　　1949 年生まれの女性は 2015 年では 66 歳になっている。
②　2015 年生まれの女性は、18 年後（18 歳）このまま成長すると 47 万人が成人になる

66 歳の
女性は
113 万人

18 歳の
女性は
59万人

0歳の
女性は
47万人

後期老年人口

図

前期老年人口

生産年齢人口

年少人口
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ど
目
に
し
な
い
、
つ
ま
り
、
業
界
が

縮
小
し
た
の
で
す
。

　

大
手
コ
ン
ビ
ニ
業
界
で
も
そ
う
で

す
。
大
手
S
社
が
昨
年
、
一
千
店
を

閉
鎖
す
る
と
発
表
。
他
の
コ
ン
ビ
ニ

大
手
も
、
今
後
の
人
口
減
少
を
念
頭

に
続
々
と
S
社
に
近
い
予
定
行
動
を

と
る
、
と
表
明
し
ま
し
た
。

二
　
人
口
の
推
移
と
予
測

　

先
述
の
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問

題
研
究
所
は
、
日
本
の
総
人
口
の
推

移
を
次
の
よ
う
に
述
べ
ま
す
。

　

人
口
推
計
の
出
発
点
で
あ
る

平
成
二
十
七
（
二
〇
一
五
）
年

の
日
本
の
総
人
口
、
同
年
の
国

勢
調
査
に
よ
れ
ば
一
億
二
、七

〇
九
万
人
で
あ
っ
た
。
出
生
中

位
推
計
の
結
果
に
基
づ
け
ば
、

こ
の
総
人
口
は
、
以
降
長
期
の

人
口
減
少
過
程
に
入
る
。
平
成

五
十
二
（
二
〇
四
〇
）
年
に
は

一
億
人
を
割
っ
て
九
、九
二
四

万
人
と
な
り
、
平
成
七
十
七

（
二
〇
六
五
）
年
に
は
八
、八
〇

八
万
人
に
な
る
も
の
と
推
計
さ

れ
る
。

　

お
よ
そ
四
、〇
〇
〇
万
人
も
減
少

す
る
計
算
で
す
。

　

人
口
減
少
に
つ
い
て
は
多
く
の
方

が
「
推
計
だ
か
ら
遠
い
将
来
の
事
だ

ろ
う
」
と
考
え
が
ち
で
す
。

　

し
か
し
、
例
え
ば
、
二
〇
一
五
年

時
点
の
地
方
人
口
は
（
表
1
）
の
と

お
り
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

つ
ま
り
四
五
年
後
は
、
北
海
道
、

東
北
、
中
国
、
四
国
、
九
州
・
沖
縄

の
人
口
分
が
〇
（
ゼ
ロ
）
に
な
る
と

い
う
こ
と
で
す
。

　

そ
し
て
、
三
〇
％
人
口
減
少
と
い

う
場
合
、
東
京
は
三
〇
％
減
ら
な

い
、
一
方
、
東
北
や
北
海
道
で
は
、

と
考
え
ま
す
と
問
題
の
深
刻
さ
が
分

り
ま
す
。

三
　
人
口
減
少
が

企
業
経
営
に
及
ぼ
す
影
響

　

都
道
府
県
別
将
来
推
計
人
口
（
厚

生
労
働
省
資
料
）
で
は
、
北
海
道
の

人
口
は
二
〇
一
〇
（
平
成
二
十
二
）

年
五
五
〇
・
六
万
人
、
二
〇
四
〇
年

四
一
九
・
〇
万
人
（
二
三
・
六
％
減

少
）、
沖
縄
の
人
口
は
二
〇
一
〇
年

一
三
九
・
三
万
人
、
二
〇
四
〇
年

一
三
六
・
九
万
人
（
ほ
ぼ
横
ば
い
）

で
す
。

　

こ
の
よ
う
な
人
口
動
態
が
企
業
経

営
に
ど
の
よ
う
に
影
響
す
る
の
か
を

事
例
で
見
る
こ
と
に
し
ま
す
。

　

北
海
道
電
力
お
よ
び
沖
縄
電
力
の

決
算
書
は
表
2
の
と
お
り
で
す
。

　

両
社
と
も
当
期
利
益
は
出
て
い
ま

す
が
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー（
営
業

活
動
・
投
資
活
動
・
財
務
活
動
を
参

照
）
か
ら
見
ま
す
と
、
実
態
は
か
な

り
違
っ
て
き
ま
す
。

　

北
海
道
電
力
は
二
〇
一
四
年
（
平

成
二
十
六
年
）
か
ら
二
〇
一
八
年
ま

で
の
投
資
資
金
が
六
、八
四
〇
億
円

で
す
。
儲
け
で
あ
る
営
業
活
動
資
金

は
三
、九
八
一
億
円
で
あ
り
儲
け
か

ら
は
投
資
資
金
を
補
え
ず
借
入

（
三
、二
四
四
億
円
）
で
補
て
ん
。

　

一
方
、
沖
縄
電
力
の
五
年
間
の
投

資
額
は
一
、〇
九
一
億
円
、
儲
け

（
一
、六
五
七
億
円
）
で
充
分
賄
え
ま

す
。
な
お
か
つ
、
こ
の
間
、
五
三
八

億
円
の
借
金
を
減
少
さ
せ
ま
し
た
。

　

人
が
集
ま
る
所
に
需
要
が
起
こ

る
、
そ
れ
が
企
業
業
績
に
影
響
す

る
、
と
い
う
こ
と
で
は
な
い
で
し
ょ

う
か
。

〈表 2〉
北海道電力� （億円）

2014 2015 2016 2017 2018 合計
売　　上 6,303 6,929 7,241 7,027 730
当期利益 ▲ 629 29 212 87 165
営業活動 139 943 1,159 670 1,070 3,981
投資活動 ▲ 1,304 ▲ 1,141 ▲ 1,490 ▲ 1,452 ▲ 1,453 ▲ 6,840
財務活動 1,602 507 ▲ 101 573 663 3,244

沖縄電力� （億円）
2014 2015 2016 2017 2018

売　　上 1,792 1,850 1,822 1,799 1,961
当期利益 47 49 36 55 62
営業活動 387 287 338 319 326 1657
投資活動 ▲ 363 ▲ 209 ▲ 170 ▲ 197 ▲ 152 ▲ 1091
財務活動 ▲ 95 ▲ 50 ▲ 153 ▲ 126 ▲ 114 ▲ 538

〈表１〉��2015 年時点での地方人口

北海道 538 万人

東　北 898 万人

中　国 744 万人

四　国 384 万人

九州・沖縄 1445 万人

合　計 4009 万人
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　日本ではSDGsの共感が広がる中、あら
ためてゴミ問題についての関心も高まって
きています。
　日本貿易振興機構（ジェトロ）が地域・
分析レポートで、「行き場を失う日本の廃
プラスチック」や「東南アジア諸国が廃プ
ラスチックの輸入規制を強化、日本の輸出
量は減少」と題して、プラスチック問題を
取り上げています。
　世界の廃プラスチックを受け入れていた
中国が、2017年末に廃プラスチック輸入
を禁止したことで、2018年以降東南アジ
アへシフトすることになりました。しかし、
その東南アジア各国でも輸入規制が導入さ

れつつあります。
　輸出される廃プラスチックは主要国の
2017年輸出量で1,123万トンだったもの
が、2018年は757万トンと約32.6％減
少しています（表）。
　廃プラスチックの発生量は増加していま
すので、各国とも国内での処理や排出の抑
制を図らざるを得ない状況です。
　身近な問題として、ストロー問題やレジ
袋の有料化などが話題に上がっています
が、世界でプラスチックの抑制について、
国内の問題として取り組まなければならな
くなっているのです。そして、プラスチッ
クだけでなく、全体的なゴミの抑制とリサ
イクルは喫緊の課題となっています。
　この問題を解決することは、中小企業の
ビジネスチャンスにも繋がると思います。

プラスチック問題

　介護施設に勤めるＡ氏は次のように話し
ます。
　－介護離職をした従業員（介護離職者）
の５割が「仕事を辞めたくなかった」ので
はないか、一方、経営者や管理者からは「休
みがちになっていた原因が介護だと気付か
なかった」という話を聞く。－
　介護は突然始まります。また、年齢に関
係なく介護の当事者になる可能性がありま
す。
　ある企業の対応を紹介しましょう。
　福利厚生という目的でアンケートを実施
し、その中に、将来の介護の不安について
の認識項目を設けます。
　勿論、介護のリスクのある従業員を特定
するのではなく、その目的は「介護と仕事
の両立を促進し、その対策を練る為に情報
を集めている。気になることはいつでも相
談してほしい」ということです。
　長く働き続けてもらった方がメリットが
大きいという判断です。

介護離職について　
外
国
人
と
働
く
と
き
、
日
本
人
同

士
で
し
か
通
用
し
な
い
内
向
き
な
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ス
タ
イ
ル
は
誤

解
を
招
き
ま
す
。

　
よ
く
見
る
例
で
は
、「
全
部
説
明

し
な
く
て
も
分
か
る
は
ず
」と
い
う

考
え
方
で
す
。

　
そ
も
そ
も
外
国
人
に
は
、
一
を
聞

い
て
十
を
知
ろ
う
と
い
う
意
識
を
持

っ
て
い
る
人
は
多
く
な
い
。そ
の
為
、

重
要
な
こ
と
を
伝
え
る
と
き
は
、
話

を
大
げ
さ
に
強
調
し
、
同
じ
内
容
を

何
度
も
繰
り
返
し
た
方
が
良
い
。

　
次
に
、
あ
ま
り
外
国
人
と
関
わ
っ

て
こ
な
か
っ
た
方
の
場
合
。
そ
の
方

が
仕
事
を
指
導
す
る
際「
日
本
人
の

方
が
上
」と
い
う
考
え
は
見
当
違
い

だ
、
と
い
う
こ
と
。
そ
し
て
、
そ
の

考
え
を
前
提
に
し
た
物
言
い
は
慎
ん

だ
方
が
良
い
。
日
本
で
働
く
外
国
人

は
日
本
人
に
は
な
い
能
力
を
持
ち
、

プ
ラ
イ
ド
も
高
い
か
ら
で
す
。

外
国
人
と
働
く

表　主要国の廃プラスチック輸出量　（単位：万トン）
国・地域 2016 年 2017 年 2018 年

合計（39 カ国・地域） 1,333.9 1,123.1 757.0（前年比△ 32.6％）
日　本 1,152.7 1,143.1 100.8（前年比△ 29.6％）
米　国 1,194.4 1,167.0 107.4（前年比△ 35.7％）

� 出典：グローバル・トレード・アトラスを基にジェトロ作成


